
 1 / 2 
 

アメリカ・アビリティーズ会長来日 講演会開催 

「ADA で差別解消が進むアメリカ」～障害者差別解消法でめざす共生社会～ 

 

来賓・主催者挨拶 東京会場 平成 29 年 11 月 21 日（火） 

 

■高木美智代厚生労働副大臣挨拶 

ジョン・ケンプ会長は、弁護士として第一線で活躍される傍ら、

障害者の自己実現をめざし、障害者のための権利運動において、極

めて重要な役割を果たして来られた方です。 

本日の講演会では、ご自身のご経験とともに、アメリカにおける

障害者の社会参加や就労の状況など、貴重なお話を伺えるものと

思います。 

私自身は、これまで 1人の議員として 2014 年１月の国連障害者権利条約批准のため、全力で取り組ん

でまいりました。2012年に７年がかりで障害者虐待防止法原案を策定し成立。2013年の差別解消法では、

自民党の衛藤議員とも連携し、何としても成立させようと頑張りました。全会一致で成立したときの感

激を皆さまと共有できたことは、今も忘れません。これに大きな役割を果たしたのが日本アビリティー

ズの伊東会長です。心から御礼を申し上げます。 

私はどちらかというと、各党をまとめる接着剤の役割を果たしてきました。今、厚生労働副大臣を仰せ

つかりながら、障害者施策に注視しています。特に就労においては、障害者の雇用数は 13 年連続で更新

しています。今後さらに進める必要があります。障害者の方が能力を発揮できるよう、職場定着や地域生

活の支援など、総合支援法の改正で新しい施策メニューを作りながら準備にあたっています。 

これからも、障害の有無で分け隔てられない社会を目指し、全力で業務にあたる所存です。 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックが開催されます。日本にとって何が必要か。ハード・ソフ

ト面のバリアフリー、とくに心のバリアフリーを皆様と力をあわせて大きく進めたいと思っています。 

国民の皆様は、そばに障害者がおらず、どう接していいか分からないという方も多いでしょう。普及啓

発が重要ですのでこれを前進させたいと思います。 

皆様とともに、障害者と真の共生社会を目指して頑張ってまいります。 

 

■主催者（会長 伊東弘泰）挨拶 

日本の障害者差別解消法は、簡単にできたものではありません。

2012 年に政権が変わった後、翌年の国会に法案が出されるはずが、

実はいろいろな関係で取り下げられた経緯があります。 

しかし、高木美智代副大臣、先ほど話があった衛藤晟一内閣総理

大臣補佐官、民主党の中根康浩議員の 3 人が安倍総理を説得し、国

会に再び議案として取り上げるように働きかけてくださったと側聞

しました。中心になってくださったのが高木先生でした。先生は福

祉に一生懸命取り組んでくださり、そのおかげで法律ができました。これからもよろしくお願いします。 

障害者の福祉にかける予算が、最近伸び率が高いからと、財務省から勧告があるそうですが、実は OECD
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の中で日本は下から数えた方が早い。非常に低いのです。その中で我々の運動をもっと高めなければい

けません。政治家の方々にご協力をお願いしたい。皆さん、これからも一緒に活動をお願いいたします。 

 

■講演会概要 

・開催日程 

（東京会場）平成 29 年 11 月 21 日（火）12:30～15:30 

 会場：衆議院第二議員会館 

（大阪会場）平成 29 年 11 月 23 日（祝木）13:30～16:30 

 会場：ドーンセンター（大阪府男女共同参画・青少年センター） 

シンポジスト：ジョン・ケンプ氏（アメリカ・アビリティーズ Viscardi Center 会長） 

宮田広善氏（姫路聖マリア病院重度障害総合支援センター長、小児科医、障

害児・者相談支援事業全国連絡協議会会長） 

     コーディネーター：伊東弘泰氏 （元内閣府障害者政策委員会差別禁止部会副部会長） 

 

・主催 

特定非営利活動法人日本アビリティーズ協会 

一般社団法人障害者の差別の禁止・解消を推進する全国ネットワーク 

 

・後援 

厚生労働省、認定 NPO 法人 DPI 日本会議 

一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会、公益社団法人日本理学療法士協会、一般社団法人

日本作業療法士協会、特定非営利活動法人日本障害者協議会、日本リハビリテーション連携科学学会、一

般社団法人日本脳損傷者ケアリング・コミュニティ学会、公益社団法人全国脊髄損傷者連合会、公益社団

法人日本リウマチ友の会、一般社団法人日本 ALS 協会、特定非営利活動法人日産労連 NPO センター「ゆ

うらいふ 21」、全国ポリオ会連絡会、アビリティーズ・ケアネット株式会社、特定非営利活動法人福祉フ

ォーラム・ジャパン、一般社団法人全国在宅療養支援診療所連絡会、公益財団法人国際障害者年記念 ナ

イスハート基金、一般財団法人尾崎行雄記念財団 


